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⽕⼭災害警戒地域における⽕⼭防災対策の取組状況（令和２年７⽉３１⽇現在）

（
策定済
市町村数

/
関係市町
村数

） （
策定済
市町村数

/
関係市町
村数

）

アトサヌプリ 北海道 ○ ○ ○ ○ （ 1 [ 1 ] / 2 ） 新潟焼山 新潟県、長野県 ○ ○ ○ ○ （ 1 [ 3 ] / 3 ）

雌阿寒岳 北海道 ○ ○ ○ ◎ （ 3 [ 3 ] / 3 ） 弥陀ヶ原 富山県 ○ ○ ○ ○ （ 2 [ 2 ] / 3 ）

大雪山 北海道 ○ ○ ○ ◎ （ 3 [ 3 ] / 3 ） 焼岳 長野県、岐阜県 ○ ○ ○ ◎ （ 2 [ 2 ] / 2 ）

十勝岳 北海道 ○ ○ ○ ◎ （ 6 [ 6 ] / 6 ） 乗鞍岳 長野県、岐阜県 ○ ○ ○ ◎ （ 2 [ 2 ] / 2 ）

樽前山 北海道 ○ ○ ○ （ 0 [ 3 ] / 3 ） 御嶽山 長野県、岐阜県 ○ ○ ○ ◎ （ 5 [ 5 ] / 5 ）

倶多楽 北海道 ○ ○ ○ ◎ （ 2 [ 2 ] / 2 ） 白山 岐阜県、石川県 ○ ○ ○ ◎ （ 2 [ 2 ] / 2 ）

有珠山 北海道 ○ ○ ○ ○ （ 1 [ 3 ] / 3 ） 富士山 山梨県、静岡県 ○ ○ ○ ○ （ 13 [ 15 ] / 15 ）

北海道駒ヶ岳 北海道 ○ ○ ○ ◎ （ 3 [ 3 ] / 3 ） 箱根山 神奈川県 ○ ○ ○ ◎ （ 1 [ 1 ] / 1 ）

恵山 北海道 ○ ○ ○ ◎ （ 1 [ 1 ] / 1 ） 伊豆東部火山群 静岡県 ○ ○ ○ ○ （ 2 [ 3 ] / 3 ）

岩木山 青森県 ○ ○ ○ ○ （ 3 [ 6 ] / 6 ） 伊豆大島 東京都 ○ ○ ○ ◎ （ 1 [ 1 ] / 1 ）

八甲田山 青森県 ○ ○ ○ ◎ （ 2 [ 2 ] / 2 ） 新島 東京都 ○ ○ ○ （ 0 [ 0 ] / 3 ）

十和田
青森県、岩手県、

秋田県
○ ○ ○ （ 7 [ 12 ] / 30 ） 神津島 東京都 ○ ○ ○ （ 0 [ 0 ] / 2 ）

秋田焼山 秋田県 ○ ○ ○ ○ （ 1 [ 2 ] / 2 ） 三宅島 東京都 ○ ○ ○ ◎ （ 1 [ 1 ] / 1 ）

岩手山 岩手県 ○ ○ ○ ◎ （ 4 [ 4 ] / 4 ） 八丈島 東京都 ○ ○ ○ ◎ （ 1 [ 1 ] / 1 ）

秋田駒ヶ岳 秋田県、岩手県 ○ ○ ○ ◎ （ 2 [ 2 ] / 2 ） 青ヶ島 東京都 ○ ○ ○ ◎ （ 1 [ 1 ] / 1 ）

鳥海山 秋田県、山形県 ○ ○ ○ ◎ （ 4 [ 4 ] / 4 ） 鶴見岳・伽藍岳 大分県 ○ ○ ○ ○ （ 3 [ 4 ] / 4 ）

栗駒山
秋田県、岩手県、

宮城県
○ ○ ○ ◎ （ 6 [ 6 ] / 6 ） 九重山 大分県 ○ ○ ○ ◎ （ 3 [ 3 ] / 3 ）

蔵王山 山形県、宮城県 ○ ○ ○ ◎ （ 5 [ 5 ] / 5 ） 阿蘇山 熊本県 ○ ○ ○ ◎ （ 3 [ 3 ] / 3 ）

吾妻山 山形県、福島県 ○ ○ ○ ◎ （ 3 [ 3 ] / 3 ） 雲仙岳 長崎県 ○ ○ ○ ◎ （ 3 [ 3 ] / 3 ）

安達太良山 福島県 ○ ○ ○ ◎ （ 6 [ 6 ] / 6 ） 霧島山 宮崎県、鹿児島県 ○ ○ ○ ○ （ 5 [ 6 ] / 6 ）

磐梯山 福島県 ○ ○ ○ ○ （ 6 [ 7 ] / 7 ） 桜島 鹿児島県 ○ ○ ○ ◎ （ 2 [ 2 ] / 2 ）

那須岳 福島県、栃木県 ○ ○ ○ ○ （ 2 [ 4 ] / 4 ） 薩摩硫黄島 鹿児島県 ○ ○ ○ ◎ （ 1 [ 1 ] / 1 ）

日光白根山 栃木県、群馬県 ○ ○ ○ （ 0 [ 3 ] / 3 ） 口永良部島 鹿児島県 ○ ○ ○ ◎ （ 1 [ 1 ] / 1 ）

草津白根山 群馬県、長野県 ○ ○ ○ ○ （ 1 [ 5 ] / 5 ） 諏訪之瀬島 鹿児島県 ○ ○ ○ ◎ （ 1 [ 1 ] / 1 ）

（※１）令和２年７月31日現在で、関係市町村の一部で策定済の場合には「○」、関係市町村の全ての市町村で策定済の場合には「◎」とした。

（※２）対象市町村が火口周辺地域（噴火警戒レベル等２，３発表時に警戒すべき範囲）を有している場合は、登山者等向け（噴火警戒レベル２，３等発表時）と住民等向け（噴火警戒レベル４、５等発表時）のそれぞれの対策

として、対象市町村が火口周辺地域（噴火警戒レベル２，３等発表時に警戒すべき範囲）を有していない場合は、住民等向け（噴火警戒レベル４、５等発表時）の対策として、活動火山対策特別措置法
第６条第１項１，２，３，４，６号の各事項を全てを記載している場合を「策定済」とした。

（※３）火山災害警戒地域に指定された市町村数

（※４）[ ]内は、活動火山対策特別措置法第６条第１項１，２，３，４，６号の各事項について、最低１事項は策定している市町村数

49 49 45 （ 131 [ 165 ] / 190 ）○ （ 3 [ 6 48] / 6 ） 合計浅間山 群馬県、長野県 ○ ○ ○

市町村地域防災計画等における
警戒避難に関する記載

火山名 関係都道県
 火山防災
 協議会

設置

火山ハザ
ードマップ

作成

噴火警戒
レベル
運用

火山災害警戒地域が指定された４９火山における市町村の火山防災対策の取組状況（令和２年７月31日現在）

火山名 関係都道県
火山防災
協議会
設置

火山ハザ
ードマップ

作成

噴火警戒
レベル
運用

市町村地域防災計画等における
警戒避難に関する記載 （※１）

（※３）

（※１）

（※３）（※２） （※２）

（※４） （※４）
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⽕⼭防災対策会議
火山防災対策の立案と監視観測・調査研究体制をより強化することを目的に、複数の関係機関同

士の連携強化により、一体的に火山防災を推進する体制を整備する。

①国、大学、研究機関で実施している火山観測について、相互の協力・補完及び観測データの共有

②火山研究者の火山防災協議会への積極参画

③各火山地域における防災対策の推進のため、多くの地域が抱える課題の抽出と推進体制構築

④一体的に火山防災を推進する体制

⑤「御嶽山噴火を踏まえた今後の火山防災対策の推進について（報告）」（平成２７年３月２６日中央
防災会議防災対策実行会議火山防災対策推進ワーキンググループ）の実施すべき取組事項の
フォローアップ

【行政委員】 ※関係省庁及び国立研究開発法人

・内閣府 ： 政策統括官（防災担当）

： 政策統括官（科学技術・イノベーション担当）

・消防庁 ： 国民保護・防災部長

・文部科学省 ： 研究開発局長

・国土交通省 ： 水管理・国土保全局 砂防部長

・国土地理院 ： 参事官

・気象庁 ： 地震火山部長

・海上保安庁 ： 海洋情報部長

・情報通信研究機構 ： 電磁波研究所リモートセンシング研究室長

・防災科学技術研究所 ： 火山防災研究部門長

・産業技術総合研究所 ： 地質調査総合センター 活断層・火山研究部門長

・土木研究所 ： 土砂管理研究グループ長

【学識委員】

・池谷 浩 (一財)砂防・地すべり技術センター 研究顧問

・石原 和弘 京都大学 名誉教授

・清水 洋 九州大学 大学院理学研究院 教授

・田中 淳 東京大学 大学院情報学環 教授

・藤井 敏嗣 東京大学 名誉教授 座 長

・三浦 哲 東北大学 大学院理学研究科 教授

・森田 裕一 東京大学 地震研究所 教授
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現地見学会

有識者との意見交換

 平成24年から毎年１回開催。有識者との意見交換、グループ
討論、現地見学、事例紹介等を実施。

 第8回：令和元年11月18日（月）
99機関143名（市町村24名、都道府県28名、国の機関54名、
火山防災エキスパート等有識者37名 等）が参加。

令和元年度は、2テーマで開催。

 新任者等グループ会合：令和元年5月20日（月）於：東京都

 融雪型火山泥流対策に係るグループ会合：令和元年9月30日（月）
-10月1日（火）於：北海道

内容：活動火山対策特別措置法に基づく火山防災対策
火山防災に関する講話 等

取組事例紹介

○全国の火山防災協議会の間で、火山防災対策に係る取り組みに関する情報交換等を行うとともに、関
係機関と火山防災対策を進める上での共通課題について連携して検討。

○令和元年11月に火山防災協議会等連絡・連携会議（全国会議）を開催。99機関143名が参加し、各火山

地域の火山防災対策における取組事例紹介、火山防災エキスパート等の有識者との意見交換、関係省
庁からの情報提供等を行った。

○平成29年度から新たな取り組みとして地域グループ等の会合を開催。令和元年度は融雪型火山泥流対
策等をテーマに開催し、地域内で共通している課題の検討等を行った。

○令和元年11月に火山専門家等の連携会議を開催。協議会の火山専門家等が参加し、専門家の連携を
強化するとともに取組の共有等を行った。

全国会議について

地域グループ等の会合について

17
火山地域における取組紹介

全国の協議会関係者の連携強化の取り組み（⽕⼭防災協議会等連絡・連携会議等）



【概要】

 日時 令和２年5月12日
 場所 書面開催
 参加者 461名（市町村、都道県、火山防災協議会、火山防災エキスパート等）
＊参加者数は動画ダウンロード数

【プログラム】

１ 火山防災行政に係る解説①

・活動火山対策特別措置法に基づく火山防災対策

・噴火警報と噴火警戒レベル

２ 講話「火山噴火のメカニズムと我が国の火山活動」（動画）

３ 火山防災行政に係る解説②

・避難計画の策定

・避難確保計画の作成

・火山地域における土砂災害対策

・避難施設等の整備に関する補助制度について

４ 講話「全島避難から帰島まで」

【参考】 令和２年度新任者等グループ会合

新任者等グループ会合
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【参考】令和２年度火口周辺の避難確保対策に係るグループ会合

火口周辺の避難確保対策に係るグループ会合

【概要】

 日時 令和2年10月30日13:00-16:00
 場所 オンライン（内閣府事務局・弥陀ヶ原事務局）
 参加申込者数 98機関145名（市町村48名、都道府県40名、国の機関38名、火山防災エキスパー

ト等有識者13名 等）が参加。

【プログラム】

１ 開会

２ 火山防災行政に係る解説

・ 集客施設等における噴火時の 集客施設等における噴火時の避難確保計画作成について

・ 避難施設等の整備に関する補助制度について

３ 講話「火山噴火と観光」

４ 火山地域による取組事例紹介

・ 消防防災施設整備費補助事業実施状況について（富山県立山町）

・ 御嶽山の噴火と復興（長野県木曽町）

５ 意見交換

６ 閉会
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